
 

重 点 事 業 調 書 

 

担当部局・課名 企業局施設課 

重点事業の名称 さらなる再生可能エネルギーの推進 

第 ３ 次 

生き活き 

プ ラ ン 

重点戦略 Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造 

戦略ﾌ゚ ﾛｸ゙ ﾗﾑ ７ 快適な環境保全プログラム 

施 策 重点 温室効果ガスの削減に向けた取組等の推進 

第２期

創 生 

戦 略 

基本目標  

対 策  

政策パッケージ  

終期設定(年度)  予算区分  事項名 電気事業 資本的支出 再生可能エネルギー等推進費 

現
状
、
課
題
、
必
要
性 

・地球温暖化対策推進法が改正され2050年までの脱炭素社会の実現が求められていることから、クリーンな小水力発

電の開発や既設水力発電所の改修による発電電力量の増加により、再生可能エネルギーの普及拡大を図る。 

 

事
業
内
容 

 〇 小水力発電開発可能性調査 
  小水力発電の開発は、事前調査が重要であり、開発可能性の判断を総合的に行うため、開発地点の調査を進める。 

   

〇 既設発電所の改修による発電電力量の増加 
  機器の老朽化が進み、更新が必要な既設発電所について、効率の良い水車・発電機に取り替える。 

  ＜スケジュール＞ 

   ・阿波発電所    工事 平成30年度～令和５年度 

   ・大町発電所    設計 令和 ３年度～令和４年度   工事 令和５年度～令和７年度 

   ・津川発電所    設計 令和 ４年度～令和５年度   工事 令和６年度～令和８年度 

 

事
業
の
意
図
、
効
果
等 

【意図・効果】 

・小水力発電の開発や既設発電所の改修を行うことによって、再生可能エネルギーの一層の推進を図る。 

 

事
業
目
標 

事業 生き活き指標、重要業績評価指標(KPI) 等 現状値 目標値 差 

 該当指標なし    

     

事
業
費
の
見
積
も
り 

区   分 R3 予算額 R4 予算額 R5 見込額 R6 見込額 R7 以降見込額 

事業費(単位：千円) 129,610 102,317 248,000 253,000 418,000 

財
源
内
訳 

国 庫      

起 債      

その他特定財源      

自 己 資 金 129,610 102,317 248,000 253,000 418,000 



再生可能エネルギーの一層の推進により、地球温暖化防止の

ための脱炭素社会実現を図る。

候補地選定 発電所建設・設計検討

・現地調査

○ 三大河川の豊かな水を利用し、１８か所の県営水力

発電所を建設・運営

最大出力計 61,430kWの水力発電
(約61,000世帯分の電気使用量に相当)

ＣＯ2 の排出抑制

純国産エネルギー

○ 小水力発電の新規開発を目指し、開発地点の調査を行う。

地域活性化・雇用創出

・耐用年数経過

・機器老朽化
改修工事の実施

○ 老朽化した既設発電所の水車・発電機など、機器の取替を行う。

2050年までの脱炭素社会の実現に向け、再生可能エネルギーの

普及拡大が求められている。

小水力発電開発可能性調査

既設発電所の改修

現 状

課 題

取 組

効 果

・効率向上

・信頼性向上

これまで蓄積した水力発電のノウハウや技術を生かした取組



 

重 点 事 業 調 書 

 

担当部局・課名 企業局施設課 

重点事業の名称 工業用水道施設の耐震対策 

第 ３ 次 

生き活き 

プ ラ ン 

重点戦略 Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造 

戦略ﾌ゚ ﾛｸ゙ ﾗﾑ ４ 防災対策強化プログラム 

施 策 重点 防災施設整備や公共施設等の耐震化の推進 

第２期

創 生 

戦 略 

基本目標  

対 策  

政策パッケージ  

終期設定(年度)  予算区分  事項名 工業用水道事業 資本的支出 建設改良費 

現
状
、
課
題
、
必
要
性 

・ 本県の工業用水道施設は、水島コンビナートをはじめ多くの企業に対して操業に不可欠な工業用水を供給して

いるが、本県と同様に臨海コンビナートに立地する企業に給水を行っている茨城県や宮城県等においては、東

日本大震災において施設損壊、漏水被害が多発した。 

・ 本県でも、施設の耐震性を南海トラフ巨大地震の想定も含めて検証したところ、軟弱地盤上の施設では液状化 

  現象等により多くの被害発生が想定される結果となり、基幹産業に対する安定的な給水継続を図るためには、 

施設の耐震化が急務となっている。 

事
業
内
容 

 

１ 震災に強い工業用水道施設への再構築 
◆既存施設の耐震対策 

大規模地震時に被災が想定される既存施設の耐震補強等を集中的に進める。 

【令和４年度】水島工業用水道施設耐震対策実施設計 

 

◆配水ルートの二重化等による危機管理対策 

大規模地震時による配水管路の損傷はもとより、他の事故等に際しても工業用水の供給が継続できるよう、

配水ルートの二重化などの危機管理対策を進める。 

【令和４年度】笠岡JFEバイパス線布設工事（令和３年度～令和５年度） 

 

事
業
の
意
図
、
効
果
等 

＜事業の意図・効果＞ 

・ ユーザーが求める大規模地震発生直後における保安用水の確保、また被災後においても早期の企業活動再開の

ために必要な工業用水の確保により、迅速な復旧・復興にも繋がる。 

・ 災害に強い本県の優位性を更に高めることが可能となり、企業の設備投資意欲拡大に繋がる。 

・ 漏水による道路等のインフラへの二次被害も解消される。 

事
業
目
標 

事業 生き活き指標、重要業績評価指標(KPI) 等 現状値 目標値 差 

１ 水島工業用水道施設耐震化率 
82％ 
(R3) 

83％ 
(R6) 

1％ 

事
業
費
の
見
積
も
り 

区   分 R3 予算額 R4 予算額 R5 見込額 R6 見込額 R7 以降見込額 

事業費(単位：千円) 753,422 279,906 424,855 905,010 4,786,421 

財
源
内
訳 

国 庫      

起 債      

その他特定財源      

自 己 資 金 753,422 279,906 424,855 905,010 4,786,421 



工業用水道施設の耐震対策

Ｒ４年度に実施する主な事業

水島工業用水道施設耐震対策実施設計

笠岡JFEバイパス線布設工事（令和３年度～令和５年度）

H23.3.11 東日本大震災発生

★宮城、福島、茨城県などの臨海部に位置する工業用水道施設（場内・埋設

管・水管橋）でも、揺れによる損傷、液状化、津波被害が発生した。

構造物接続部の配管離脱状況（茨城県） 水管橋空気弁からの漏水（福島県）

水管橋支承部の破断と横ずれ（宮城県）共同溝の不同沈下（茨城県）

工業用水の安定供給に向け、引き続き耐震対策を集中的に実施

これまでは、工業用水道事業施設整備計画に基づき計画的に老朽化対策や耐

震対策を進めてきた（建屋の耐震化・管の更新・水管橋の耐震化等）

●岡山県の工業用水道のうち、臨海部に位置する施設については、同様の

事態(被災)が発生しうる。

●大規模地震が発生してもユーザーに対して工業用水を供給し続けるため、

積極的（集中的）な施設整備が必要である。

・被害想定の把握

・被害想定箇所の重要性等を踏まえ、対策の順位付け

・配水ルートの二重化等、危機管理に有効な対策も検討

・管路等の更新は、耐震化構造を前提として実施

● 「施設整備計画」を見直し、計画的かつ効率的な耐震化工事を実施


